
物価高騰対応交付金事業概要（R6実施計画分）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　事業概要及び効果
担当課名 令和６年度

実施計画
記載№

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
（令和６年度実施計画）記載事業名

日南市予算事業名 決算額
（円）

決算額関連
特記事項

対象事業費
（円）

交付金充当額
（円）

事業概要・効果 実施実績
（主な支出内容）

福祉課 №7 物価高騰対応重点支援給付金給付事業（令和６年
経済対策等分）

物価高騰対応重点支援給付金給付事業 293,763,000 293,763,000 293,763,000 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を強く受けた、住民税均等割非課税世帯に対し
て給付金を支給した。
また、令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのち、令和６年に実施した定
額減税しきれないと見込まれる方への給付金（当初調整給付）に不足があることが判明した方
等を対象として、その不足する金額を追加支給した。
以上の取組により、日々の暮らしの負担軽減が図られた。

１　支給世帯数・人数
　①低所得世帯等への給付　 　　　8,519世帯
　②こども加算（18歳以下の児童）　773人（433世帯）
　③不足額給付　　　　　　　　　　　 1,035人
２　支給額
　①低所得世帯等への給付　　　　　　30千円／世帯
　②こども加算（18歳以下の児童）　20千円／人
　③不足額給付　　　　　　　　　 10～30千円／人

①会計年度任用職員報酬　 781,359円
②時間外勤務手当　          　83,844円
③共済費　                     　 79,578円
④費用弁償　                       9,095円
⑤消耗品費　                   181,467円
⑥印刷製本費                　391,600円
⑦通信運搬費             　1,117,000円
⑧システム改修委託料　    　744,057円
⑨給付金相談窓口業務等委託料　      3,190,000円
⑩非課税世帯給付金　                 255,570,000円
⑪非課税世帯給付金（こども加算分）15,460,000円
⑫定額減税給付金　　　　　　　　　　　　16,155,000円

商工政策課 №11 にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰
対応重点支援）

にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰
対応重点支援）

697,936,825 697,936,825 181,051,000 エネルギー・食料品価格等の物価高騰等の影響を受けた市民の生活支援と消費下支えによる
事業者支援を行うため、プレミアム付商品券発行事業を行った。
これにより、商品券利用を契機とした地域内での消費下支えや、物価高騰に伴う市民の負担緩
和を図ることができた。本事業実施後の事業所アンケートにおいても、約8割の事業所において消
費喚起の効果を感じるとの調査結果が得られた。
1　発行冊数　 　96,000冊
2　販売冊数
　　①18歳未満の子供のいる世帯　 ５冊まで／世帯
　　②65歳以上のみの高齢者世帯　５冊まで／世帯
　　③その他の世帯　　　　　　　　　　 ３冊まで／世帯
3　販売価格 　   　5,000円／冊　※千円券7枚綴り（プレミアム率40％）
4　購入冊数　　  94,944冊
5　換金済額　　661,811千円
6　登録店舗　 　    　380店舗
7　利用期間　  令和7年4月～令和7年8月末

①会計年度任用職員報酬　   920,898円
②期末勤勉手当　               197,713円
③共済費　                        204,661円
④費用弁償　                       98,800円
⑤消耗品費　                     717,191円
⑥印刷製本費               　6,643,120円
⑦通信運搬費               　3,617,992円
⑧手数料　                     6,615,830円
⑨警備委託料　               6,600,000円
⑩システム改修委託料　　　    396,000円
⑪商品券販売委託料    　10,113,620円
⑫プレミアム付商品券交付金　661,811,000円

991,699,825 991,699,825 474,814,000
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物価高騰対応交付金事業概要（R7実施計画分）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　事業概要及び効果
担当課名 令和７年度

実施計画
記載№

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
（令和７年度実施計画）記載事業名

日南市予算事業名 決算額
（円）

決算額関連
特記事項

対象事業費
（円）

交付金充当額
（円）

事業概要・効果 実施実績
（主な支出内容）

福祉課 №1 物価高騰対応重点支援給付金給付事業（令和7年
対応分）

物価高騰対応重点支援給付金給付事業 150,328,677 150,328,677 150,328,677 令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのち、令和６年に実施した定額減税
しきれないと見込まれる方への給付金（当初調整給付）に不足があることが判明した方等を対
象としてその不足する金額を追加支給することにより、日々の暮らしの負担軽減が図られた。

１　不足額給付の対象者数　　6,870人
２　支給額　　　　　　 10～30千円／人

①会計年度任用職員報酬　 2,530,110円
②時間外勤務手当　             429,871円
③共済費　                         351,366円
④費用弁償　                        14,176円
⑤消耗品費　                      516,200円
⑥印刷製本費                   　259,820円
⑦通信運搬費                　1,774,778円
⑧手数料　                      2,103,274円
⑨システム改修委託料　      1,213,943円
⑩給付金相談窓口業務等委託料　3,190,000円
⑪使用料及び賃借料　                  260,139円
⑫定額減税給付金　              137,685,000円

商工政策課 №6 にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰
対応重点支援）（令和7年対応分）

にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰
対応重点支援）

92,059,272 92,059,272 29,044,272 エネルギー・食料品価格等の物価高騰等の影響を受けた市民の生活支援と消費下支えによる
事業者支援を行うため、プレミアム付商品券発行事業を行った。
これにより、商品券利用を契機とした地域内での消費下支えや、物価高騰に伴う市民の負担緩
和を図ることができた。

1　発行冊数　  13,200冊
2　販売冊数　　　一次販売購入世帯を対象に１世帯当たり２冊まで
3　販売価格 　 　5,000円／冊　※千円券7枚綴り（プレミアム率40％）
4　購入冊数　  12,603冊
5　換金済額　　87,862千円
6　登録店舗　 　   380店舗
7　利用期間　  令和7年7月～令和7年8月末

①印刷製本費                    　1,016,400円
②通信運搬費                    　1,044,602円
③手数料　                             878,310円
④警備委託料　                         55,000円
⑤商品券販売委託料            　1,202,960円
⑥プレミアム付商品券交付金  　87,862,000円

242,387,949 242,387,949 179,372,949
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